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【資料１】

一覧表
※区分・・・前年度から比較して「新規」「拡充」「継続」「終了」「縮小」で記載しています。

1 やさしい街
地域包括ケア

の推進
新規 急病センター移転事業

2 やさしい街
地域包括ケア

の推進
継続 医療安全支援センター事業

3 やさしい街
地域包括ケア

の推進
継続 感染症予防事業

4 やさしい街
地域包括ケア

の推進
継続 感染症予防事業（結核予防事業）

5 やさしい街
地域包括ケア

の推進
継続 特定感染症検査等事業

6 やさしい街
地域包括ケア

の推進
継続 医療施設等指導監査事業 P5

7 やさしい街
地域包括ケア

の推進
継続 薬事指導監査事業 P6

8 やさしい街
地域包括ケア

の推進
継続 献血啓発促進事業 H29より旧健康福祉政策課から事務移管

9 やさしい街
地域包括ケア

の推進
継続 自動体外式除細動器（ＡＥＤ）貸出事業 H29より旧健康福祉政策課から事務移管

10 やさしい街
地域包括ケア

の推進
継続 自殺対策事業

11 やさしい街
地域包括ケア

の推進
継続 急病センター運営事業 H29より旧健康福祉政策課から事務移管

12 やさしい街
地域包括ケア

の推進
継続 急病センター運営審議会運営事業 H29より旧健康福祉政策課から事務移管

13 やさしい街
地域包括ケア

の推進
継続 かかりつけ医制度普及啓発事業 H29より旧健康福祉政策課から事務移管

14 やさしい街
地域包括ケア

の推進
継続 在宅当番医制運営事業 H29より旧健康福祉政策課から事務移管

15 やさしい街
地域包括ケア

の推進
継続 休日救急歯科診療事業 H29より旧健康福祉政策課から事務移管

16 やさしい街
地域包括ケア

の推進
継続 病院群輪番制病院事業 H29より旧健康福祉政策課から事務移管

17 やさしい街
地域包括ケア

の推進
継続 救急医療情報システム運営事業（負担金） H29より旧健康福祉政策課から事務移管

18 やさしい街
地域包括ケア

の推進
継続 看護職員確保対策事業 H29より旧健康福祉政策課から事務移管

19 やさしい街
地域包括ケア

の推進
継続 医師確保対策特別事業(負担金) H29より旧健康福祉政策課から事務移管

20 やさしい街
地域包括ケア

の推進
継続 准看護師育成事業補助金事務(補助金) H29より健康づくり推進課から事務移管

21 やさしい街
地域包括ケア

の推進
継続 地域医療推進事業 H29より旧健康福祉政策課から事務移管

22 やさしい街
高齢者・障がい者に

優しいまちづくり 継続 精神保健福祉相談事業

23 ― ― 継続 食中毒調査処理事業

24 ― ― 継続 食品関係衛生監視事業

25 ― ― 継続 生活衛生関係許可指導事業

26 ― ― 継続 狂犬病予防対策事業

27 ― ― 継続 犬・猫等引取収容事業

28 ひと創り
子育て支援の

充実 新規 こども食育レッスン１・２・３♪事業

29 ひと創り
子育て支援の

充実 拡充 妊婦健康診査事業

31 ひと創り
子育て支援の

充実 継続 小児慢性特定疾病医療費支給事業

平成30年度青森市保健所の主な事務事業（案）

事務事業名№ 課名 備考
政策

1
政策

2
区分
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づくり
推進
課
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P2

【資料１】

一覧表
※区分・・・前年度から比較して「新規」「拡充」「継続」「終了」「縮小」で記載しています。

平成30年度青森市保健所の主な事務事業（案）

事務事業名№ 課名 備考
政策

1
政策

2
区分

32 ひと創り
子育て支援の

充実 継続 麻しん・風しん予防接種事業

33 ひと創り
子育て支援の

充実 継続 特定不妊治療費助成事業

34 ひと創り
子育て支援の

充実 継続 思春期健康教室事業

35 ひと創り
子育て支援の

充実 継続 フッ素塗布事業

30 ひと創り
子育て支援の

充実 継続 小児慢性特定疾病児童等自立支援事業

36 やさしい街
地域包括ケア

の推進 拡充 健康寿命延伸戦略事業 P16

37 やさしい街
地域包括ケア

の推進 継続 壮年期健康教育事業

38 やさしい街
地域包括ケア

の推進 継続 各種がん検診事業 

39 やさしい街
地域包括ケア

の推進 継続 歯周疾患検診事業

40 やさしい街
地域包括ケア

の推進 継続 健康診査事業

43 やさしい街
地域包括ケア

の推進 継続 健康度測定総合指導事業

42 やさしい街
地域包括ケア

の推進 継続 あおもり健康づくり実践企業認定制度推進事業

41 やさしい街
地域包括ケア

の推進 継続 特定保健指導事業

44 やさしい街
高齢者・障がい者に

優しいまちづくり 継続 高齢者肺炎球菌予防接種事業

P15

P14

P18

P19

健康
づくり
推進
課

P17
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平成30年度青森市保健所の主な事務事業（案） 保健予防課　【資料１】

― ―

相談 42 件 36 件

苦情 17 件 13 件

市ホームページへの掲載

広報あおもりへの掲載(年２回)

0 件 0 件

0 件 0 件

6 件 8 件

　腸管出血性大腸菌感染症 5 件 8 件

　細菌性赤痢 1 件 0 件

6 件 11 件

　E型肝炎 1 件 5 件

　つつが虫病 2 件 4 件

　レジオネラ病 2 件 2 件

　デング熱 1 件 0 件

16 件 28 件

　　　梅毒 2 件 7 件

　　　侵襲性肺炎球菌感染症 3 件 6 件

　 　　ｶﾙﾊﾞﾊﾟﾈﾑ耐性腸内細菌科細菌感染症 4 件 5 件

　　　アメーバ赤痢 3 件 4 件

　　　後天性免疫不全症 2 件 3 件

　　　劇症型溶血性ﾚﾝｻ球菌感染症 1 件 1 件

　　 　薬剤耐性アシネトバクター感染症 0 件 1 件

　　　侵襲性インフルエンザ菌感染症 0 件 1 件

　　　クロイツフェルト・ヤコブ病 1 件 0 件

9,417 件 7,790 件

　　　インフルエンザ 4,228 件 3,387 件

　　　感染性胃腸炎 2,337 件 1,924 件

　　　その他 2,852 件 2,479 件

感染性胃腸炎 5 件 5 件

平成28年度・平成29年度
主な実績

平成30年度における取組

  急病センターが移転する、第三庁舎一階
部分の改修設計を行います。

（主な改修内容）
・待合室の広さを３９．３平米から６３．０平米
へと拡大。
・診療室を、小児科・内科・外科、それぞれ
の専用診療に対応するため２室から３室へ
増室。　　等

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

№ 政策1 政策2 区分 事務事業名 事業の内容

1
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

新規
急病センター

移転事業

　市役所庁舎の老朽化と耐震診断の結果を踏まえ、急病センター
の建物は第一、第二庁舎の建替えに合わせて撤去することとなっ
たため、第三庁舎の一階部分を改修・整備して移転することとし、
平成32年1月の供用開始を目指して、設計・工事委託、内外装や
備品整備等に係る移転作業を進めていきます。

3
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

継続 感染症予防事業

　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に
基づき、感染症発生及びまん延防止対策として、発生状況の調
査、分析、病原体検査、まん延の防止の措置、患者（１類・２類・新
感染症・指定感染症）の移送、患者との接触者の健康診断を行う
とともに、一般市民への感染症の予防普及啓発を図ります。

　梅毒の発生届が増加傾向にあることから、
感染リスクが高い層（性感染症の検査結果
で陽性になった受検者のパートナー）に対
する受診勧奨を強化していきます。
　また、性行動が低年齢化していることか
ら、若年層に対する性感染症予防教育の
充実に引き続き取り組んでいきます。

【変更点】
　平成30年1月1日から、「百日咳」が５類感
染症(定点把握疾患)から５類感染症(全数
把握疾患)に、また、５類感染症の「風しん」
の届出期限が「直ちに」に変更となりまし
た。

項　　目
平成28年

(Ｈ28.1.1～Ｈ28.12.31)
平成29年

(Ｈ29.1.1～Ｈ29.12.31)

【感染症発生状況】

　１類感染症

　２類感染症（結核を除く）

　３類感染症

　４類感染症

　５類感染症

　　・全数報告

　　・定点報告※

【施設等の集団発生数】

2
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

継続
医療安全支援
センター事業

　 市民の医療に関する信頼を確保することを目的とし、医療相談
窓口での相談対応、さらに関係機関や関係団体との連絡調整を
行います。
　 医療安全の確保に必要な情報の収集や提供、また、相談事例
の分析や情報提供を行います。

　 医療相談の窓口として、市民が利用しや
すくするほか、必要な方の支援につながる
よう、広報あおもりや市ホームページなどに
より周知に努めていきます。
   また、市民からの相談に幅広く対応できる
よう、職員の資質向上に努めながら、引き続
き関係機関と連携し、必要な情報提供や相
談支援に努めていきます。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

【医療相談件数】

【窓口の周知活動】

継続実施 継続実施

5月15日号・12月15日号

（定点報告※）・・・
感染症の発生動向調査のために指定

届出機関から報告される件数

市内指定届出機関数
インフルエンザ定点 １２医療機関
小児科定点 ８医療機関



P4

平成30年度青森市保健所の主な事務事業（案） 保健予防課　【資料１】

新規登録者数 31 人 38 人

潜在性結核感染症 16 人 42 人

接触者健診

　　勧告件数 366 件 487 件

　　受診者数 351 件 453 件

精密検査(管理健診）

　　通知件数 165 件 177 件

　　受診者数 153 件 162 件

HIV検査

　　受検者数 163 人 141 人

　　陽性者数　（陽性者割合）

ｸﾗﾐｼﾞｱ検査

　　受検者数 146 人 120 人

　　陽性者数　（陽性者割合）

梅毒検査

　　受検者数 145 人 123 人

　　陽性者数　（陽性者割合）

B型肝炎検査

　　受検者数 133 人 105 人

　　陽性者数　（陽性者割合）

C型肝炎検査

　　受検者数 134 人 105 人

　　陽性者数　（陽性者割合）

B型肝炎検査

　　受検者数 1,677 人 1,542 人

　　陽性者数　（陽性者割合）

C型肝炎検査

　　受検者数 1,680 人 1,552 人

　　陽性者数　（陽性者割合）

　　受検者数 207 人 133 人

　　低抗体価者　（低抗体価者割合）

平成30年度における取組№ 政策1 政策2 区分 事務事業名 事業の内容
平成28年度・平成29年度

主な実績

　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に
基づき、感染症発生及びまん延防止対策として、発生状況の調
査、分析、病原体検査、まん延の防止の措置、結核患者との接触
者及び結核治療終了後の者の健康診断を行うとともに、一般市民
への結核の予防普及啓発を図ります。

　平成28年の結核の罹患率は減少(人口10
万対　H27：13.9　H28：10.9)したものの、平
成29年は増加が見込まれ、また、高齢者の
患者の割合が増加していることから、結核
健康診断の受診の必要性について、高齢
者福祉乗車証の交付時や高齢者施設への
チラシ配布等により、周知を図り、結核の早
期発見・早期受診・早期治療を進めていき
ます。
　
　また、国の結核に関する特定感染症予防
指針の一部改正により、結核菌が分離され
た全ての結核患者の検体を確保し、発生動
向の把握に努めていきます。

平成28年
(Ｈ28.1.1～Ｈ28.12.31)

平成29年
(Ｈ29.1.1～Ｈ29.12.31)

34人（　28.3％）

1人（　0.7％） 0人（　0％）

0人（　0％） 0人（　0％）

1人（　0.7％） 0人（　0％）

感染症予防事業
（結核予防事業）

項　　目

【結核患者登録状況】

【健診の実施状況】

10人（　0.6％）

11人（　0.7％） 4人（　0.3％）

　エイズ等の検査の受検者数は横ばい傾向
にありますが、毎年陽性者が発見されてい
ます。
　性感染症及びB型・C型肝炎の重症化や
感染拡大を防止するためには、早期発見が
重要であることから、引き続き市民への啓発
や周知徹底に努めていきます。

　また国では、「風しんに関する特定感染症
予防指針（平成26年3月28日公布）」を定
め、平成32年までに風しんの排除を達成す
ることを目標としています。
　市では、平成26年以降、風しんの発生は
なく、先天性風しん症候群も発生しておりま
せん。風しん抗体検査の実施を継続し、予
防接種を勧奨するとともに市民への啓発や
周知徹底に努めていきます。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.1.31現在）

【エイズ等検査】（検査場所：市保健所）

1人（　0.6％） 0人（　0％）

46人（　31.5％）

4
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

継続

【肝炎ウイルス検査】（検査場所：市内指定医療機関） （Ｈ29.12.31現在）

15人（　0.9％）

【風しん抗体検査】（検査場所：市内医療機関） （Ｈ29.12.31現在）

54人（　26.1％） 49人（　36.8％）

5
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

継続
特定感染症
検査等事業

　エイズの早期発見、早期治療を目的に、国が定める特定感染症
予防指針（後天性免疫不全症候群及び性感染症）に基づく検査
を行います。
　また、これまで肝炎ウイルス検査を受けたことのない方を対象
に、B型･C型肝炎ウイルス検査を行います。
　妊婦等の風しんの感染による先天性風しん症候群の発生の未
然防止を図るため、青森市医師会等に委託し、妊娠を希望する
女性及びそのパートナー等を対象に風しん抗体検査を行いま
す。

◆エイズ等検査
　 　採血検査を行い、エイズ及び性感染症の早期発見、早期治
   療に結びつけ、エイズ等のまん延を防止します。
　・検査項目　　ＨＩＶ、性器クラミジア、
　　　　　　　　　　梅毒、Ｂ型・Ｃ型肝炎
　･検査場所　　青森市保健所
　・検査回数　　月２回　１回につき１０人
　・自己負担　　無料

◆肝炎ウイルス検査
      国の肝炎対策により、医療機関において肝炎ウイルス検査
   を行います。
　・検査項目　B型・C型肝炎
　・検査場所：市内指定医療機関（約１３０医療機関）
　・自己負担：無料

◆風しん抗体検査
　　　国の風しん対策により、医療機関において風しん抗体検査
   を行います。
　・対 象 者 ：・妊娠を希望する女性及び配偶者等
　　　　　　     ・風しんの抗体価が低い妊婦の配偶者等
　　　＊これまで風しん抗体検査や予防接種を受けたことがない
　　　　 方、風しんにかかったことがない方
　・検査項目：風しん抗体検査（約100医療機関）
　・検査場所：市内医療機関
　・自己負担：無料
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平成30年度青森市保健所の主な事務事業（案） 保健予防課　【資料１】

医療法関係 （診療所・助産所） 201 件 212 件

施術所関係（あん摩マッサージ指圧
師、はり師、きゅう師及び柔道整復師）

42 件 39 件

歯科技工所関係 12 件 10 件

病院

　実施数/対象施設数(全数） 19/19 件 18/18 件

　実施率(目標率100%) 100 ％ 100.0 ％

診療所

　実施数/対象施設数(全数） 115/365 件 119/363 件

　 実施率(目標率30%) 31.5 ％ 32.8 ％

助産所

　実施数/対象施設数(全数） 1/4 件 1/4 件

  実施率(目標率10%) 25.0 ％ 25.0 ％

施術所

　実施数/対象施設数(全数） 42/131 件 46/129 件

  実施率(目標率30%) 32.1 ％ 35.7 ％

歯科技工所

　実施数/対象施設数(全数） 19/70 件 22/66 件

  実施率(目標率30%) 27.1 ％ 33.3 ％

提出件数

　病院 2 件 1 件

　助産所 1 件 0 件

報告内容

　  人員体制の不備 2 件 1 件

　　嘱託医不在時の分娩取扱 1 件 0 件

　　上記解決済み案件 2 件 0 件

平成30年度における取組№ 政策1 政策2 区分 事務事業名 事業の内容
平成28年度・平成29年度

主な実績

地域包
括ケア
の推進

継続
医療施設等

指導監査事業

　　診療所や施術所等の開設・変更等に係る許可及び届出受理
を行うほか、病院及び診療所等が関係法令に規定された医療従
事者の定員及び構造設備等を有し適正な管理を行っているかに
ついて立入り検査し、指導・助言を行います。

◆医療法関係
　
　・医師等による診療所(歯科診療所を含む。)及び助産所の
    開設・休止・再開・廃止等の届出の受理
  ・医師等でない者による診療所(歯科診療所を含む。)及び助産
    所の開設等の許可及び休止・再開・廃止等の届出の受理
　・診療所がエックス線装置等を備えた際等の届出の受理

◆あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律
    関係
　
　・施術所の開設・休止・再開・廃止等の届出の受理

◆歯科技工士法関係
　
　・ 歯科技工所の開設・休止・再開・廃止・変更の届出の受理

◆柔道整復師法関係
　
　・施術所の開設・休止・再開・廃止・変更の届出の受理

　 市医師会及び市歯科医師会と連携を図
りながら、立入検査時の指導等により、引き
続き医療安全対策に取り組んでいきます。

【変更点】
　 平成３０年度から、県から委譲された県立
２病院（県立中央病院及び県立つくしが丘
病院）の立入検査を実施していきます。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

【許可及び届出件数】

【立入検査の状況】

【改善報告書】

6
やさし
い街
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平成30年度青森市保健所の主な事務事業（案） 保健予防課　【資料１】

薬局関係 574 件 524 件

薬局製造販売医薬品販売業関係　　 45 件 20 件

店舗販売業 173 件 139 件

高度管理医療機器販売業・貸与業 207 件 107 件

管理医療機器販売業・貸与業 74 件 55 件

薬局

   実施数/対象施設数(全数） 65/155 件 45/156 件

　 実施率(目標率30%) 41.9 ％ 28.8 ％

薬局製造販売医薬品製造販売業・製造業

  実施数/対象施設数(全数） 8/19 件 6/19 件

  実施率(目標率30%) 42.0 ％ 31.6 ％

店舗販売業

  実施数/対象施設数(全数） 39/58 件 19/58 件

  実施率(目標率30%) 67.2 ％ 32.7 ％

高度管理医療機器販売業・貸与業

  実施数/対象施設数(全数） 91/188 件 56/187 件

  実施率(目標率30%) 48.4 ％ 29.9 ％

提出件数

　薬局 3 件 1 件

  高度管理医療機器販売業 1 件 0 件

報告内容

　人員体制の不備 1 件 1 件

　不適正な広告及び構造設備・販売
　体制の不備（薬局）

2 件 0 件

　許可を受けていない営業所での販売
　(高度管理医療機器販売業)

1 件 0 件

　上記解決済み案件 3 件 0 件

7
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

継続
薬事指導
監査事業

　 医薬品医療機器等法に基づき、薬局、薬局製造販売医薬品製
造業・製造販売業、店舗販売業及び医療機器販売業・貸与業の
許可や届出受理を行うほか、それぞれの店舗に立入り、構造設備
等や医薬品の管理及び提供が、適正に行われているかについ
て、監視指導します。
   また、必要に応じて、医薬品の収去を行います。
　

◆医薬品医療機器等法関係
　
  ・薬局等、店舗販売業及び高度管理医療機器販売業・貸与業
    の許可等、休止・再開・廃止等の届出の受理、許可申請時等
    の許可証の交付
　・管理医療機器販売業・貸与業の開設・休止・廃止等の届出
    の受理
  ・収去証の交付

平成28年度

　平成２８年度は、組織改編等による許可更
新が非常に多かったことから、立入検査の
実施率が高い結果となっています。
　
　薬事指導監査にあたっては、引き続き、薬
事監視員の資質向上を図りながら、薬局、
店舗販売業及び医療機器等に関する事務
を円滑に執行するとともに、市薬剤師会等と
連携を図り、適正な立入検査指導を実施し
ていきます。

【許可及び届出件数】

項　　目
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

平成28年度・平成29年度
主な実績

平成30年度における取組№ 政策1 政策2 区分 事務事業名 事業の内容

【立入検査の状況】

【改善報告書】
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平成30年度青森市保健所の主な事務事業（案） 保健予防課　【資料１】

愛の血液助け合い運動

はたちの献血キャンペーン

事業所、ＰＴＡ、若年層への啓発活動

各種イベント等における参加者に対する呼
び掛け等

広報あおもりへの掲載(年２回)

貸出件数 6 件 6 件

メンタルヘルスチェック　「こころの体温計｣
の導入（アクセス件数）

55,605 件 53,131 件

こころの相談窓口周知用リーフレットの設
置・配布（市役所各庁舎、イベント会場等）

市民サロンにおけるパネル展示

こころの相談窓口　相談者数（実数）

平成30年度における取組№ 政策1 政策2 区分 事務事業名 事業の内容
平成28年度・平成29年度

主な実績

10
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

継続

（初級編）
実施日：Ｈ29.7.26
　　　　36人参加
（フォローアップ編）
実施日：H29.10.24
　　　　45人参加

【相談支援】

40人 41人

ゲートキーパー養成講座

市職員研修（人事課）

あおもり健康づくりサポーター育成研修会
（健康づくり推進課）

4回　246人参加 4回　250人参加

3回　62人参加 2回　37人参加

ゲートキーパー養成

 自殺対策事業

　自殺予防の普及啓発及び支援の充実を図り、地域における自
殺対策力を強化します。

◆普及啓発
　インターネット上で、自分で気軽に心の健康状態をチェックする
ことができる「こころの体温計」を導入します。また、こころの相談窓
口周知用のリーフレットの設置・配布や自殺予防週間におけるパ
ネル展示等により、自殺予防の普及啓発を図ります。

◆人材養成
　地域で悩んでいる人に気づき、傾聴し、専門家につなげるなど
の見守りができるゲートキーパーを養成する講座（初級編、フォ
ローアップ編）等を開催します。

◆相談支援
　専門職による個別的な相談支援を行います。

　自殺予防のための普及啓発（メンタルヘ
ルスチェック「こころの体温計」やパネル展
示等）や、ゲートキーパー養成講座による人
材育成、電話や訪問による相談支援に努め
るとともに、特に、自殺企図のある方への支
援や、市教育委員会の緊急支援チーム員
として、児童生徒や保護者等を支援してい
くなど、個別支援の充実に努め、自殺予防
対策を推進していきます。

　平成28年の市の自殺死亡率は、前年と比
べて4.7ポイント減少していますが、国にお
いては、「自殺総合対策大綱」のもと、市町
村においても自殺対策計画が義務づけら
れており、市の計画策定については、新た
な青森市総合計画の策定状況を踏まえな
がら、計画のあり方を含め、検討していきま
す。
　

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

【普及啓発】

継続実施 継続実施

実施日：9月10～16日
（自殺予防週間）

実施日：9月9～15日
（自殺予防週間）

【人材養成】

（初級編）
実施日：Ｈ28.7.19
　　　　62人参加
（フォローアップ編）
実施日：H28.10.11
　　　　43人参加

   イベント等参加市民の迅速な救命活動に
備え、対象となる団体へ広くＡＥＤ貸出につ
いての周知に努めていきます。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

【貸出実績】

　 青森市献血推進協議会員の御協力のも
と、青森県赤十字血液センターと連携を図
りながら、若年層への献血参加の呼びかけ
等、啓発活動に取り組んでいきます。

項　　目 平成28年度

継続実施

【普及啓発活動】

継続実施 継続実施

継続実施

9
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

継続

   自動体外式
除細動器
（ＡＥＤ）

貸出事業

  市民が参加するイベント等を開催しようとする団体等に対し、医
療従事者又は普通救命講習の修了者をイベント等の会場に配置
できること及び営利を目的としていないことを要件に、無料で貸し
出しを行います。

8
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

継続
献血啓発促進

事業

   血液需要が近年増加傾向である中で、少子高齢化による献血
者の自然減や若者層の献血意識の低下等の社会的要因により
献血者は減少傾向にあることから、献血ＰＲ活動や若年層に対す
る積極的な献血への参加を促すための啓発活動の推進により、
献血の受入体制の整備及び献血協力者の増加を図ります。

継続実施

7月1日号・1月1日号

平成29年度
（Ｈ30.2.28現在）

【キャンペーンの実施】

継続実施 継続実施

継続実施

自殺による死亡率(10万人対）

H24 国 21.0 県 24.3 市 21.6

H25 国 20.7 県 23.3 市 17.7

H26 国 19.5 県 20.5 市 20.6

H27 国 18.5  県 20.5 市 20.5

H28 国 16.8 県 21.0 市 15.8

旧健康福祉政策課から事務移管

旧健康福祉政策課から事務移管
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平成30年度青森市保健所の主な事務事業（案） 保健予防課　【資料１】

小児科 4,417 人 4,067 人

内科 3,041 人 2,781 人

外科 1,222 人 1,255 人

計 8,680 人 8,103 人

1 回 1 回

継続実施 継続実施

夜間 5,475 人 4,342 人

休日 2,257 人 2,050 人

計 7,732 人 6,392 人

平成30年度における取組№ 政策1 政策2 区分 事務事業名 事業の内容

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

【審議会の開催】

12
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

継続
急病センター
運営審議会
運営事業

　急病センターの事業計画、業務災害および医療事故の処理、
医師に関する事項、事務改善に関する事項等、管理運営につい
て審議します。

14
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

継続
在宅当番医制

運営事業
　夜間及び休日にけがや病気をした方の治療を行うため、青森市
医師会会員の医療機関を当番制で開院しています。

平成28年度・平成29年度
主な実績

継続
急病センター

運営事業
　夜間及び休日の昼間帯の診療を行う急病センターを運営し、市
民の救急時における初期救急を確保します。

　青森市医師会、青森市薬剤師会の協力
を得て運営し、今後も２次救急、３次救急と
連携しながら、24時間、365日の診療体制を
維持していきます。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

【利用者数】

　審議会において、急病センターの管理運
営に関することに加え、急病センターの移
転に伴う改修・整備については、専門家の
視点から必要な機能・整備等に関し、意見
等をいただいていきます。

13
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

継続
かかりつけ医制
度普及啓発事業

　病気や怪我等のときに適切な対応、健康管理や病気の早期発
見に役立つ「かかりつけ医」を持つことを周知するため、市医師会
と連携し、普及啓発と有効活用の促進を図ります。

　リーフレットの配布等により、普及啓発に
努めていきます。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

【リーフレットの配布】

　青森市医師会の協力を得て運営し、今後
も参加する病院・診療所を確保し、持続可
能な制度としていきます。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

【利用者数】

11
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

旧健康福祉政策課から事務移管

旧健康福祉政策課から事務移管

旧健康福祉政策課から事務移管

旧健康福祉政策課から事務移管
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平成30年度青森市保健所の主な事務事業（案） 保健予防課　【資料１】

259 人 256 人

青森県立中央病院 5,172 人 5,010 人

青森市民病院 7,959 人 7,305 人

近藤病院 314 人 98 人

あおもり協立病院 770 人 631 人

継続実施 継続実施

14 人 12 人

平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

　地域医療の重要な担い手である看護
師の確保は必要であることから、引き
続き看護師の地元定着に取り組みま
す。

【補助金交付者数】

平成27年度 平成28年度

　市民が安心して暮らすことのできる
救急医療体制を確保するため、引き続
き、病院群輪番制の維持に努めます。

【当番日における診療患者数】

項　　目

　県内40市町村が加入している、市民を直
接対象とした事業であるため、引き続き、医
療機関等の情報を提供し、本市の救急医
療体制を確保していきます。

項　　目

看護職員確保
対策事業

　平成21年から25年までの間、市内医療施設への看護職員の定
着を図るため、将来、市内の医療施設等において、業務に従事し
ようとする青森市医師会立青森准看護学院の学生に対し修学資
金の貸与を行いました。
　当該修学資金の貸与を受けたかたが青森准看護学院卒業後、
市内の病院、診療所、または特定の医療施設等に継続して5年間
看護職員として従事し、貸与した修学資金の全額が返還されてい
る場合は、返還された修学資金の全額を補助します。

16
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

継続

平成28年度

平成28年度・平成29年度
主な実績

平成30年度における取組№ 政策1 政策2 区分 事務事業名 事業の内容

18
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

継続

項　　目

15
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

継続
休日救急歯科

診療事業
　休日に救急の歯科診療を行うため、青森市歯科医師会会員の
歯科医療機関を当番制で開院しています。

17
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

継続
救急医療情報
システム運営
事業（負担金）

　青森県がホームページ上で運営している救急医療情報システム
（あおもり医療情報ネットワーク）に参加し、夜間・休日に開院して
いる医療機関の情報など、患者の状態に対応した医療機関の情
報を提供しています。

病院群輪番制
病院事業

　急病センター等からの重症患者搬送先である病院群輪番制病
院において、休日・夜間における入院等を必要とする重症救急患
者の医療を確保します。

平成29年度
（Ｈ30.2.28現在）

【負担金の交付】

※今年度の実績については、年度末にまとめて報告されるため未確定であることから、H27とH28の比較とする。

　青森市歯科医師会の協力を得て運営し、
今後も参加する病院・診療所を確保し、持
続可能な制度としていきます。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

【利用者数】

旧健康福祉政策課から事務移管

旧健康福祉政策課から事務移管

旧健康福祉政策課から事務移管

旧健康福祉政策課から事務移管
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平成30年度青森市保健所の主な事務事業（案） 保健予防課　【資料１】

継続実施 継続実施

継続実施 継続実施

0 回 0 回

相談件数 延べ376 件 延べ331 件

   定期（精神科医による相談） 0 件 0 件

　 来所 127 件 140 件

　 電話 249 件 191 件

訪問指導件数 延べ118 件 延べ149 件

事例検討会
（対象：相談支援事業所職員）

6 回 3 回

スーパービジョン
（対象：精神科医療機関の精神保健福祉
士等）

6 回 6 回

平成30年度における取組№ 政策1 政策2

　精神的な疾患や症状、心の悩みや不安
等により、様々な困難を抱えている相談者
に対して、必要な支援を行うとともに、関係
機関と連携しながら相談支援体制の充実に
努めていきます。
　あわせて、精神科医療機関の長期入院者
や医療保護入院者が住み慣れた地域で安
心して生活できるように、本人や家族、関係
機関と協働して退院促進や地域移行への
支援に取り組んでいきます。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

【相談件数及び訪問指導件数】

【事例検討会開催回数】

区分 事務事業名 事業の内容

項　　目

21
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

継続
地域医療推進

事業

22
やさし
い街

高齢者・
障がい

者に優し
いまちづ

くり

継続
精神保健福祉

相談事業

　精神科医、精神保健福祉士等の専門職が、精神保健福祉に関
する面接（定期相談、来所相談）や電話相談、訪問指導を行い、
必要に応じて、精神科医療機関等を紹介します。
　また、医療の継続や受診についての相談援助、社会復帰援助、
生活支援、家族が抱える問題等の相談指導を行うほか、精神保
健福祉の関係者とともに相談支援のスキルアップを図るため、事
例検討会等を開催します。

　青森県は深刻な医師不足の状態にあ
ることから、引き続き、県と連携し、
地域医療を支える重要な担い手である
医師の確保に努めます。

【負担金の交付】

20
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

継続
准看護師育成事
業補助金事務

(補助金)

　市内の各医療機関における看護職人材を確保し、持続可能な
医療体制を構築していくための安定的な人材確保の取組として、
准看護師育成事業を行う者に対して補助金を交付し支援します。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

【補助金の交付】 　地域医療の重要な担い手である看護
師の確保が必要であることから、引き
続き、地元で働く看護職員の育成を支
援します。

やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

継続
医師確保対策特
別事業(負担金)

　青森県における医師不足が深刻化している中、県とともに県内
医師の最大供給源である弘前大学医学部との連携を促進し、同
大学医学部への本県人材の進学誘導及び県内定着ならびに地
域医療の確保を図るため、負担金を拠出します。

19

　今後も必要に応じ、有識者からの意
見や助言を徴することを通じ、市民が
適時適切な医療を受けることができる
環境づくりに取り組んでまいります。

【会議の開催】　市民が安心して満足できる医療を受けることができるよう、持続
可能な医療体制を構築し、適時適切な医療を受けることができる
環境づくりを推進するために、有識者から本市の地域医療の充実
に資するために必要な意見・助言を聴取する会議を開催します。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

平成28年度・平成29年度
主な実績

旧健康福祉政策課から事務移管

健康づくり推進課から事務移管

旧健康福祉政策課から事務移管
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平成30年度青森市保健所の主な事務事業（案） 生活衛生課　【資料１】

カンピロバクター属菌 2 件 1 件

ノロウイルス 1 件 0 件

※食中毒（疑）事案に係る調査件数 41 件 37 件

5,181/4,061（9,101） 件 4,674/3,996（9,094） 件

127.6 ％ 117.0 ％

548/575(1,539) 件 346/513(1,522) 件

95.3 ％ 67.4 ％

－ －
生活衛生関係
許可指導事業

24 － － －
食品関係衛生監

視事業

【施設監視の状況】

実施数／予定施設数（全数）

実施率

※未達成施設

【施設監視の状況】

実施数／予定施設数（全数）

実施率

23 － － －

№ 政策1 政策2 区分 事務事業名

食中毒調査処理
事業

平成28年度・平成29年度
主な実績

平成30年度における取組

　市内食品関係事業者等に対して、定期的に施設への立入調査
を実施するなどし、衛生状態の確認・指導を行います。

　監視の結果、違反を発見した場合、営業改善命令や営業停止
などの行政処分を行う場合があります。

　　施設監視の実施率は、同一施設への複
数回の監視を計上した実施延べ数で100％
超となっていますが、実数では、学校、社会
福祉施設など給食施設の一部が未実施で
した。再指導、再々指導が必要となった施
設への複数回監視が大きな原因であり、再
指導等の回数を抑制するためには、事業者
の意識向上、食品衛生知識の充実が必要
であることから、その促進を行います。
　また、現在、国において、全ての食品等事
業者を対象としたHACCPによる衛生管理の
義務化が予定されていることを踏まえ、市と
しても、管内の食品等事業者にHACCPの
普及啓発、導入推進のための情報提供、助
言・指導を行っていきます。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

事業の内容

　飲食業等に起因する食中毒事件は、平成
28年度３件、平成29年度１件発生している
ほか、食中毒事件には至らない、市民から
の通報等も寄せられており、その都度、職
員が現場確認、業者からの聞き取りを行っ
ていますが、根絶はできていない状況で
す。
　このことから、平成30年度においては、業
者への意識向上、食品衛生知識の充実を
強力にすすめることとし、特に、多くの集客
があるイベントは、発生すれば規模が大きく
なるため、イベント主催者、臨時営業者への
指導、職員による現場監視等を行います。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

【食中毒事件発生件数】

給食施設（７件） 営業許可施設（24
件）、給食施設（21
件）、その他許可不
要施設（１6件）

　施設監視実施率が、平成29年度は前年を
大きく下回る見込みとなっています。他の業
務との調整がうまくいかなかったことなどが
要因であるため、平成30年度は業務間のバ
ランスと進捗管理を徹底し、計画的に実施
していきます。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

　理・美容所、クリーニング所、旅館、公衆浴場、興行場、温泉利
用施設および化製場開設に係る許可申請があった際、法令で定
める構造基準に合致しているか否かをチェックし、合致している場
合のみ許可します。

　既に許可された理・美容所、クリーニング所、旅館、公衆浴場、
興行場、温泉利用施設および化製場に対し、定期的に立入り、法
令で定める管理基準の遵守を働きかけることにより、当該施設の
衛生水準の向上、確保を図ります。

　下痢・腹痛・嘔吐等の食中毒症状を呈した発症者の発生につい
て、本人・家族・担当医師などから報告を受け、発症者の喫食状
況・発症状況を調査するとともに、関連する食品及び関係施設な
どを調査します。

　必要に応じて発症者の糞便等の検査を行い、発症原因（食中
毒菌等）の関与について確認を行います。（検査内容によっては
青森県環境保健センター等に検査を依頼します。）

　行政処分等業務（食品衛生法第６条違反関係等）
　調査の結果、原因となる食品及び関係施設が特定された場合、
原因食品の回収・廃棄命令や関係施設の営業停止命令などの行
政処分を行い、被害の拡大・再発の防止を図ります。

25 －
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平成30年度青森市保健所の主な事務事業（案） 生活衛生課　【資料１】

11,900 頭 11,483 頭

9,949 件 9,494 件

83.6 ％ 82.7 ％

35 頭 35 頭

20 頭 26 頭

6 頭 4 頭

101 頭 144 頭

3 頭 3 頭

52 頭 12 頭

35 頭 35 頭

20 頭 26 頭

11 頭 6 頭

4 頭 12 頭

0／1 頭 1／1 頭

15／21 頭 6／16 頭

【犬引取頭数】

平成28年度・平成29年度
主な実績

平成30年度における取組№ 政策1 政策2 区分 事務事業名 事業の内容

26 － － －
狂犬病予防対策

事業

　飼い犬の登録を啓発・促進し、狂犬病予防と野犬発生防止に努
めます。

　飼い主の便宜を図るため、春と秋に、市内各所に犬登録受付及
び狂犬病予防注射実施のための会場を設置します。

　年１回の狂犬病予防注射の徹底を図るため、飼い主に狂犬病
予防注射啓発ハガキを送付するとともに、狂犬病予防注射実施
者には、予防注射済票を交付します。

　犬の飼育モラル高揚を図るため、広報あおもり・テレビ広報・HP
による啓発、必要に応じ市内町会へのチラシ配布及びポスター掲
示を行います。

　本市の平成28年度接種率は、全国平均
71.4％を大きく上回っており、平成29年度も
同水準の見込みです。しかしながら、狂犬
病は非常に恐ろしい感染症であるため、予
防の徹底が必要であり、接種の必要性につ
いて広報・ＨＰ・集合注射など、あらゆる機
会を通じ、わかりやすく周知し、併せて感染
の原因となる咬傷事故の予防につながる飼
育マナー向上の啓発も行ないます。
　さらに、狂犬病検査の体制整備が国から
求められており、県動物愛護センターの施
設使用協力などを検討します。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

【犬の登録頭数】

【狂犬病予防注射済票交付件数】

【犬譲渡頭数】

【猫譲渡頭数】
27 － － －

犬・猫等引取収
容事業

　犬猫の飼い主から当該犬猫の引取りを求められた場合、必要な
指導のもと、やむをえない場合、引取りを行います。

　所有者不明の犬又は猫の引取りをその拾得者等から求められ
た場合、それを引き取ります。

　市民から傷病動物（所有者不明のペット等）の情報が寄せられ
た場合、その動物の収容を行います。

　犬猫の高齢や傷病、飼い主の自己都合を
理由とした引取要望は拒否していますが、
近年のブームの影響で、猫の引取件数が
増加しています。やむをえず引き取った犬・
猫については、譲渡されない場合は、殺処
分せざるを得ないという痛ましい状況にあり
ます。この状況の改善のためには、譲渡機
会の増加や、飼い主の動物飼養に対する
考え方・認識の改善・向上が必要であり、他
都市の事例を参考としながら、ホームペー
ジ、チラシなど周知の工夫をおこない、実施
していきます。

平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

【猫引取頭数】

【犬収容頭数】

項　　目

【犬の捕獲頭数】　再掲

【犬の返還頭数】　再掲

【接種率】

【犬の捕獲頭数】

【犬の返還頭数】

【猫収容頭数】

【犬里親探し成立頭数】／【里親探し登録頭数】

【猫里親探し成立頭数】／【里親探し登録頭数】

※対象により以下のように区分します。
　○引取・・・やむをえない理由により飼えなくなった犬猫及び所有者不明の子猫等
　○収容・・・道路や公園等の公共用地における傷病状態の犬猫
　○捕獲・・・係留されておらず放浪している犬
　○返還・・・捕獲されて飼い主へ返還された犬
　○譲渡・・・引取や収容された犬猫及び返還されなかった犬の中から、疾患がなく、人
　　　　　　　　に慣れているなど譲渡適正がある犬猫
　○里親探し・・・何らかの理由で飼えなくなる前に、市HPにおいて新たな飼い主探しを
　　　　　　　　　　　した犬猫
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平成30年度青森市保健所の主な事務事業（案） 健康づくり推進課　【資料１】

― ―

1,831 人 1,476 人

22,304 件 18,477 件

305 人 282 人

№ 政策1 政策2 区分 事務事業名 事業の内容
平成28年度・平成29年度

主な実績
平成30年度における取組

28
ひと
創り

子育て
支援の
充実

新規
こども食育レッス
ン１・２・３♪事業

　「子どもの食と健康応援プロジェクト」のひとつとして、青森市の
未来を担う子ども達の健康的な食習慣づくりを推進するため、市
内保育園・認定こども園・幼稚園の協力のもと、年長児とその保護
者を対象に、地域で食育活動を推進している食生活改善推進員
が食育レッスンを実施します。

◆内容
・レッスン１　教材を使ってカラダをつくる赤・黄・緑の食べ物を
　　　　　　　 学ぶ
・レッスン２　清涼飲料水等に含まれる糖分等に注意することを
　　　　　　　 学ぶ
・レッスン３　カラダをつくる赤・黄・緑の食材に触れ、一緒にクッ
　　　　　　　 キングする
の3つのレッスンを通じて、カラダは食べたものでできていることを
知り、食べ物を選ぶ力や食べ方を考える力を体験しながら育んで
いきます。

◆実施回数
・毎年20園を対象に行い、５カ年で全園での実施を目指します。

　事業初年度である平成30年度において
は、食生活改善推進員会へ事前研修会を
実施するとともに、実施園の実情に即した
食育レッスンとなるよう、市・保育園・学校・
食生活改善推進員会とが話し合いながら実
施していきます。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.1.31現在）

29
ひと
創り

子育て
支援の
充実

拡充
妊婦健康診査

事業

　安心して妊娠・出産ができるよう、母体の健康管理の充実及び
経済的負担の軽減を図るため、妊娠届出時に妊婦健康診査受診
票を交付し、契約医療機関及び助産所において公費負担による
妊婦健康診査を実施します。

◆妊婦一般健康診査　1人14回

◆多胎妊婦一般健康診査　1人21回（7回追加）

　これまで1人14回までとしていた妊婦一般
健康診査回数について、特に、早産予防等
多胎妊婦の健康管理の充実を図るため、多
胎妊婦について基本的な妊婦健康診査を
最大7回まで追加して実施できるようにしま
す。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.1.31現在）

【対象者数】

【妊婦一般健康診査受診件数】

31
ひと
創り

子育て
支援の
充実

継続
小児慢性特定

疾病医療費支給
事業

　指定小児慢性特定疾病医療機関に通院または入院する児童等
（児童以外の満20歳に満たない者については満18歳に達する日
前から引き続き小児慢性特定疾病医療支援を受けている者に限
る。）の小児慢性特定疾病医療支援に要した医療費の自己負担
の一部を支給します。

◆疾患群及び疾病数
14疾患群（悪性新生物、慢性腎疾患、慢性呼吸器疾患、慢性心
疾患、内分泌疾患、膠原病、糖尿病、先天性代謝異常、血液疾
患、免疫疾患、神経・筋疾患、慢性消化器疾患、先天異常症候
群、皮膚疾患）、722疾病

　対象となる小児慢性特定疾病の追加が予
定されていることから、対象疾病の追加に
関する適切な情報提供に努めていきます。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

【交付人数】
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平成30年度青森市保健所の主な事務事業（案） 健康づくり推進課　【資料１】

第１期 1,981 件 1,515 件

第２期 2,079 件 1,599 件

345 件 248 件

196 人 169 人

※再掲:男性不妊治療

2 件 2 件

2 人 2 人

4,921 人 7,067 人

41 回 44 回

№ 政策1 政策2 区分 事務事業名 事業の内容
平成28年度・平成29年度

主な実績
平成30年度における取組

32
ひと
創り

子育て
支援の
充実

継続
麻しん・風しん
予防接種事業

　麻しん（はしか）及び風しん（三日はしか）の感染の予防、まん延
の防止を図るため、指定医療機関において、通年で麻しん･風し
んの予防接種を実施します。

◆接種ワクチン
　麻しん･風しん混合ワクチン（接種回数2回）

◆対象者
　第1期：1歳～2歳未満のお子さん
　第2期：5歳～7歳未満の就学前1年の間のお子さん

　麻しん・風しんの感染の予防、まん延の防
止を図るため、第１期については、乳幼児
健診等での接種勧奨や未接種者へハガキ
通知による接種勧奨を行うとともに、第２期
については、保育・教育機関等と連携し、就
学前のお子さんが接種機会を逃すことがな
いよう、接種勧奨に努めます。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.1.31現在）

【接種状況】

33
ひと
創り

子育て
支援の
充実

継続
特定不妊治療費

助成事業

　特定不妊治療を受けている夫婦の経済的負担の軽減を図るた
め、当該夫婦が受ける特定不妊治療に要する費用の一部を助成
します。

◆対象者
　特定不妊治療（体外受精、顕微授精）以外の治療法によっては
妊娠の見込みがないか又は極めて少ないと医師に診断された法
律上の夫婦で、夫婦の年間所得が730万円未満の方

◆助成内容
　1回の治療につき15万円まで助成。
　（初回の治療に限り30万円まで助成）
 ただし、以下の治療区分については、1回当たりの助成限度額が
7.5万円まで助成。
　①以前凍結した胚を解凍して胚移植を実施（治療区分C）
　②採卵したが卵が得られない等のため中止（治療区分F）
　新規に助成を申請する場合、治療開始日に39歳以下は、年度
制限なしで、通算6回まで助成、40歳以上43歳未満は、通算3回
まで助成。(43歳以上は助成対象外)
  特定不妊治療のうち男性不妊治療を行った場合は、1回の治療
につき15万円まで助成。

　高額な医療費がかかる特定不妊治療の
経済的負担の軽減を図ることができるよう、
今後も医療機関と連携し、当該事業の周知
に努めていきます。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

【助成件数】

【助成実人数】

【助成件数】

【助成実人数】

34
ひと
創り

子育て
支援の
充実

継続
思春期健康教室

事業

　子ども達が思春期の心と体、性に関する正しい知識を身につ
け、生命の尊さを学ぶとともに、肥満をはじめとする生活習慣病を
予防し、充実した思春期を過ごすことができるよう、小中学校の児
童および保護者等を対象に思春期健康教育を実施します。

◆対象者
　小学生、中学生、保護者等

◆実施場所
　各小学校、中学校等

　平成28年度から、学校、保護者等と連携
のもと、肥満予防や健康的な生活習慣づく
りを目的とした子ども世代からの健康学習を
実施しており、ニーズが高まってきたことか
ら平成29年度においても参加者数が増加し
ています。
　平成30年度は、引き続き各学校、保護者
等のニーズに応じ、子ども達が自分の心と
からだの健康のため、適切な保健行動を身
につけられるよう、思春期健康教育の実施
に努めていきます。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

【参加者数】

【実施回数】
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平成30年度青森市保健所の主な事務事業（案） 健康づくり推進課　【資料１】

1,966 人 1,615 人

2,014 人 1,647 人

2,489 人 2,221 人

1,272 人 1,093 人

64.7 ％ 67.7 ％

4,045 件 3,390 件

講演会テーマ

参加者 40 人 人

№ 政策1 政策2 区分 事務事業名 事業の内容
平成28年度・平成29年度

主な実績
平成30年度における取組

35
ひと
創り

子育て
支援の
充実

継続 フッ素塗布事業

　乳幼児期における歯質の向上と、う歯予防を目的に、指定医療
機関において、フッ素塗布を実施します。

◆対象者
　1歳6か月健康診査の対象児でフッ素塗布希望者

◆実施期間及び回数
　１歳6か月から3歳の誕生日までの期間
　幼児1人につき4回以内

　本市の幼児のう歯（むし歯）有病者率は低
下してきているものの、全国との比較では高
い状況にあり、特に、1歳6か月から3歳児ま
での間にう歯への罹患が増加することから、
積極的にフッ素塗布を受診するよう、フッ素
塗布の効果等を周知するととともに、妊産
婦・乳幼児期からの歯の手入れや仕上げ磨
き、子どもの食事や間食の摂りかたなど、う
歯予防の保健指導と周知啓発を行っていき
ます。

項　　目 平成28年度
H29年度

（Ｈ30.1.31現在）

【対象者数】

【受診票交付数】※1

【受診者実数】

【１回目の塗布受診人数】

【受診率】※2

【延受診数】

※1　転入者へ交付するため、受診票交付数が対象者数を上回る場合がある
※2　１回目の塗布受診人数÷対象者数×100

30
ひと
創り

子育て
支援の
充実

継続
小児慢性特定
疾病児童等

自立支援事業

　慢性的な疾病にかかっていることにより、長期にわたり療養を必
要とする児童等の健全育成及び自立促進を図るため、小児慢性
特定疾病児童等及びその家族からの相談に応じ、必要な情報の
提供及び助言を行うとともに、関係機関との連絡調整その他の事
業を実施します。

　小児慢性特定疾病児童等及びその家族
からの相談に応じるとともに、慢性疾病児童
等が成人後においても自立できるよう、引き
続き、医療・福祉・教育・就労・患者本人・家
族等により構成する「慢性疾病児童等地域
支援協議会」において、地域の支援体制の
確立に向けた協議をすすめていきます。
　
　平成29年度は、特に、医療的ケアを必要
とするお子さんと家族の支援に役立つよう、
既存の医療・福祉等の情報を整理集約し
た、支援ガイドブックについて検討してお
り、平成30年度においては、ガイドブックを、
家族のみならず支援機関にも活用いただく
よう作成・配布し、慢性疾病や医療的ケアを
必要とするお子さんの支援を推進していき
ます。

項　　目 H28年度
H29年度

（Ｈ30.3.12現在）

【青森市慢性疾病児童等地域支援協議
会】

3回開催 3回開催

【講演会】 平成29年2月11日 平成30年3月18日予定

「慢性心疾患のあるお子さん
の治療と日常生活について」

「発達の気になるお子さんと
療育について」

【自立支援員による相談支援】 相談者数　180人 相談者数　173人
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平成30年度青森市保健所の主な事務事業（案） 健康づくり推進課　【資料１】

回数及び受講者数

回数及び受講者数

開催日

場所

参集者数 676 人 326 人

期間

企業協賛 29 社 29 社

総参加者数 延1,444 人 延1,898 人

開催日

参加者数

期間

参加事業所数 448 事業所 499 事業所

相談者 延316 人 延392 人

申込者数（卒煙者数） 22（7） 人 22（12） 人

№ 政策1 政策2 区分 事務事業名 事業の内容
平成28年度・平成29年度

主な実績
平成30年度における取組

36
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

拡充
健康寿命延伸戦

略事業

◆事業目的
　市民の更なる健康寿命の延伸に向け、保健・医療の関係団体、
地域の関係団体、学校、企業・事業者、行政等により組織した「青
森市健康寿命延伸会議」と連携し、がん対策、肥満・糖尿病対
策、たばこ対策の取組における市民の健康データ等の分析や、
市民総ぐるみの健康づくり運動の成果を評価検証し、予防戦略を
推進します。
　また、地域ぐるみの健康づくり支援事業並びにたばこ対策事業
を統合し、健康寿命延伸戦略事業へ事務事業名を変更し実施し
ます。

◆事業内容
○がん予防対策
・働き盛り世代をターゲットとしたがん検診受診勧奨と合わせ、協
会けんぽ等職域と連携した受診率向上対策を推進します。
・地域別の健診・検診受診状況に即し、あおもり健康づくりリー
ダー等による地域のがん検診受診に向けた意識の向上を図って
いきます。
・精密検査の対象となった方への受診勧奨の徹底を図ります。
○肥満・糖尿病予防対策
・肥満・糖尿病予防のために、あおもり健康づくりリーダー等による
地域毎での運動・食習慣の改善に向けた地域の健康づくり活動
をさらに推進していきます。
・市医師会と連携のもと糖尿病重症化予防に向けた保健指導を
強化していきます。
・市民のアイデアによるあおもり健康生活応援レシピを広く市民に
普及啓発していきます。
○たばこ対策
・禁煙したい市民を禁煙相談や卒煙サポート塾において、サポー
トするとともに、地域、職域の双方から、禁煙への働きかけや受動
喫煙防止の取組をすすめます。
・健康増進法の法改正も踏まえ、受動喫煙防止対策を一層推進
していきます。
○青森市健康寿命延伸会議
・がん予防対策、肥満・糖尿病予防対策、たばこ対策をより効率
的に推進していくために「地域健康づくり部会」と「職域健康づくり
部会」の2つの部会を構成し、市民の健康データの見える化を一
層推進していきます。

　平成29年度は、協会けんぽとの連携協定
締結により、職域の健康データの共有が可
能となったことを活かし、がん検診や喫煙、
糖尿病の傾向など、年代別、地域別等見え
る化をすすめ、あおもり健康づくりリーダー
等の地域の健康づくり活動に活かした取組
をすすめてきました。
　また、糖尿病の重症化予防については、
糖尿病が重症化するリスクの高いかたの保
健指導を実施しました。
　
　平成30年度からは、
　がん予防対策については、職場で受診す
る機会のない協会けんぽの被扶養者のか
たへのダイレクトながん検診案内を行うとと
もに、精密検査の受診勧奨の徹底を図りま
す。
　肥満・糖尿病予防対策については、糖尿
病が重症化するリスクの高いかたを、早期
に適切に医療につなげていくため、市医師
会等と「青森市版糖尿病重症化予防プログ
ラム」を検討し、重症化予防のための連携
や指導体制について構築し保健指導の強
化を図ります。
　たばこ対策については、喫煙率の高い年
代や業種にターゲットを絞り、保健師が直接
事業所へ出向く「出張禁煙相談」を行いま
す。
　また、これらに関する健康データを様々な
角度から分析を進め、その分析結果を基
に、「青森市健康寿命延伸会議」のコアメン
バーや専門職とともに課題を明らかにし、市
民へわかりやすく見える化を図りながら、生
活習慣病予防の体系的な戦略を検討して
いきます。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

平成29年11月18日

25人(19社） 31人(23社）

【青森市健康寿命延伸会議】

・あおもり健康づくりリーダー育成ゼミ 8回　・　38人 8回　・　32人

（延106人） （延136人）

・あおもり健康づくりサポーター育成研修会 9回　・　63人 6回　・　47人

（延154人） （延187人）

・健康寿命延伸フェア ※Ｈ28は市民健康アップフォーラム

平成28年12月18日 平成29年11月22日

リンクステーションホール青森 アウガ5階ＡＶ多機能ホール

・あおもり100日健康トライアル

平成28年8月～11月8日 平成29年7月24日～10月31日

・あおもり職域健康づくりリーダー育成ゼミ

平成28年11月20日

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

【たばこ対策】

・世界禁煙デー共同プロジェクト「あおもりス
モーク・フリー・アクション」の実施

H28年5月31日～6月6日 H29年5月31日～6月6日

・禁煙相談

・あおもり卒煙サポート塾
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平成30年度青森市保健所の主な事務事業（案） 健康づくり推進課　【資料１】

開催回数 9 回 8 回

　 開催回数 219 回 202 回

開催回数 9 回 8 回

胃がん 11,573 人

大腸がん 22,600 人

肺がん 8,258 人

子宮頸がん 4,464 人

乳がん 4,457 人

前立腺がん 74 人

平成30年度における取組

37
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

継続
壮年期健康教育

事業

　生活習慣病の予防や心の健康等の健康づくりについて、正しい
知識を身につけ、活用することができるヘルスリテラシー（健康教
養）の向上を目的に、中高年及びその家族を対象に、健康教育を
実施します。

◆医師･歯科医師･薬剤師を講師とした健康教室の開催
　市の健康課題や市民からの要望の高い内容を踏まえた上で
テーマを設定し、医師会と共催で概ね月1回の健康教室を開催し
ます。

◆保健師･栄養士を講師とした健康講座の開催
　地域や職域等の組織･団体、関係機関等の依頼やニーズに応
じたテーマで、保健師･栄養士が直接会場に出向いて健康講座
を開催します。
  また、心疾患・脳血管疾患を引き起こす要因となる高血圧の予
防に重点をおいた健康講座を開催します。

  市の健康課題や住民からの要望が多い内
容を踏まえた上で、医師会と共催で引き続
き概ね月1回の健康教室を開催します。
　地域や職域等の組織・団体、関係機関等
と連携し、保健師・栄養士が直接会場に出
向いて健康講座を開催するとともに、市民
センター等を中心に、健診データから市民
の健康課題となっている高血圧予防や糖尿
病予防の健康講座を開催します。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.1.31現在）

【保健師･栄養士を講師とした健康講座の
開催】

【血圧講座等の開催】

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.1.31現在）

【受診者数　（　　）は受診率】

14,142人（　 7.5％）

26,264人（  13.9％）

8,621人（　 4.6％）

5,517人（   8.6％）

5,652人（　11.3％）

158人（   9.4％）

※平成28年度の受診率は、国が改めて市町村間で比較可能ながん検診受診率の算
定方法を示したことに伴い、各検診対象者を4月1日現在の当該検診対象年齢の住民
全員として算出。

38
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

継続
各種がん検診

事業

　生活習慣病予防対策の一環として、がんの早期発見・早期治療
と市民の健康意識を高めることを目的に、各種がん検診（胃・大
腸・肺・子宮頸・乳・前立腺）を実施します。

　指定医療機関において通年で実施しているほか、集団健診、一
括健診でも実施しています。

◆がん検診対象者
　40歳以上の男女（胃がん・大腸がん・肺がん）
　20歳以上の偶数年齢の女性（子宮頸がん）
　40歳以上の偶数年齢の女性（乳がん）
　50歳の男性（前立腺がん）

◆実施場所
　青森市指定医療機関、(公財）青森県総合健診センター及び市
民センター等

　国の「新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業」につ
いて、働き盛り世代の特定の年齢をターゲットにした個別の受診
勧奨・再勧奨（コール・リコール）を実施します。
　男性：年度内に40、45、50、55、60、65歳
　女性：年度内に21、30、40、41、50、60歳

　国の「新たなステージに入ったがん検診の
総合支援事業」に基づき各がん検診のター
ゲットとなる年齢に個別の受診勧奨（コー
ル）再勧奨（リコール）を実施します。
　協会けんぽとの連携協定を活かし、受診
勧奨等共同で分析し、働き盛り世代の受診
率向上の方策など検討していきます。また、
協会けんぽの被扶養者へのがん検診のお
知らせとして、市のがん検診の案内チラシを
作成し、受診率向上に努めます。
　更に、特定健診利用者の8割は個別医療
機関で受診していることから、特定健診受
診時に併せて、がん検診についても受診を
勧奨していただくよう引き続き、市医師会と
の連携・協力を図ります。

№ 政策1 政策2 区分 事務事業名 事業の内容
平成28年度・平成29年度

主な実績

【医師･歯科医師･薬剤師を講師とした健康
教室の開催】
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平成30年度青森市保健所の主な事務事業（案） 健康づくり推進課　【資料１】

14,997 人 17,264 人

1,552 人 1,316 人

10.3 ％ 7.6 ％

7,368 人 7,407 人

802 人 669 人

10.9 ％ 9.0 ％

1,183 人 1,133 人

50,455 人 47,041 人

≪参考≫

1,219 人

51,643 人

13 件 10 件

≪参考≫

平成30年度における取組

39
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

継続
歯周疾患検診

事業

　高齢期に自分の歯を十分に保有し、食べる楽しみを享受できる
よう歯周病の早期発見による歯の喪失防止を図ることを目的に、
歯周疾患検診を指定医療機関で実施します。

◆対象者
　40歳、50歳、60歳、70歳の市民

　口腔の健康が全身の健康に影響を及ぼ
すことへの理解を進め、歯周疾患検診の受
診を促進するため、歯周疾患と生活習慣病
との関連をわかりやすく伝える啓発チラシを
同封し対象者へ個別通知するなど、受診勧
奨に努めていきます。
　また、妊産婦訪問や乳幼児健診、特定健
康診査や特定保健指導、訪問指導、健康
教育等、あらゆる保健事業の機会を捉え、
口からの健康づくりを啓発していきます。
　企業や市職員へ歯周疾患検診は対象年
齢のかたの限られた特典であることを効果
的にPRし、更なる受診勧奨を図ります。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.1.31現在）

【対象者数】

【受診者数】

【受診率】

40
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

継続 健康診査事業

　生活習慣病予防対策の一環として、健康診査を実施することに
より、疾病の早期発見と健康意識を高めることを目的とし実施しま
す。

　指定医療機関において通年で実施しているほか、集団健診、一
括健診でも実施しています。

◆対象者
　40歳以上の生活保護受給者及び中国残留邦人等支援法の支
援給付受給者で、職場等で健診を受ける機会のないかたが対象
です。

◆実施場所
　青森市指定医療機関、(公財)青森県総合健診センター及び市
民センター等

　生活保護受給者等が自ら健康状態の確
認をし、健康の維持･増進を図ることができ
るよう、引き続き生活福祉課と連携し、受診
勧奨チラシを配付する等、事業の周知を
図っていきます。
　また、健康診査の結果、保健指導の対象
となった方に対し、保健指導を実施していき
ます。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.1.31現在）

【対象者数】

【受診者数】

【受診率】

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

【認定件数】

認定件数　全40件

41
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

継続
健康度測定

総合指導事業

　正しい運動習慣を身につけることにより、市民の生活習慣病の
予防、健康の保持増進を図ることを目的に、体力測定等のデータ
を活用しながら個人毎に運動プログラムを作成し、元気プラザ及
び西部市民センターにおいて、トレーニングマシンを使用した運
動実践指導を実施します。

　より多くの市民に利用していただくため、
市ホームページ等を通じ、施設・事業の周
知に努めていきます。
　また、新規利用者の増加を図るため、体
力測定及び運動施設の利用体験をしてい
ただく体験講座を継続して開催していきま
す。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.2.28現在）

【体力測定受診者数】

【運動施設利用者数】

H29年度見込

（体力測定受診者数）

（運動施設利用者数）

43
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

継続
あおもり健康づく
り実践企業認定
制度推進事業

　働き盛り世代の健康づくりを推進するとともに、市民総ぐるみの
健康づくり運動に取り組む機運を醸成するため、職場の健康づく
りに積極的に取り組み、実施している企業・団体等の事業所を募
集し、一定の基準※を満たしている場合に、「あおもり健康づくり
実践企業」として認定します。（平成29年度より名称変更。旧：あお
もり健康アップ実践企業認定制度推進事業）
　認定された企業には、認定証及び認定ステッカーを交付し、市
ホームページ等で企業名や取組内容を紹介するほか、健康講座
の講師派遣、健康教材の貸出、健康づくり情報の提供等を行い、
企業の健康づくりを応援します。

※必須3項目（1．健康診断、2．受動喫煙防止対策、3．健康づくり
の担当者）を満たし、かつ、選択12項目（健康教養の向上　ほか
11項目）のいずれかに該当すること。

　協会けんぽ等の関係機関と連携し、引き
続き制度の周知に努めるとともに、平成28
年度から「あおもり実践企業だより」を作成
し、様々な企業の取組の紹介等を行ってい
きます。さらに、市内の企業約10,000社を対
象に配布先を拡大し、認定企業の周知啓
発を行っていきます。

№ 政策1 政策2 区分 事務事業名 事業の内容
平成28年度・平成29年度

主な実績
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平成30年度青森市保健所の主な事務事業（案） 健康づくり推進課　【資料１】

1,519 人 1,032 人

618 人 218 人

40.7 ％ 21.1 ％

18,569 人 20,500 人

8,117 人 6,940 人

平成30年度における取組

42
やさし
い街

地域包
括ケア
の推進

継続
特定保健指導

事業

　糖尿病等の生活習慣病の予防を目的に、メタボリックシンドロー
ムの該当者及び予備群を減少させるため、特定健診の結果に応
じて、「特定保健指導(動機づけ支援、積極的支援、動機支援相
当)」を実施します。

◆動機づけ支援
　・初回面接
　　(医師・保健師・管理栄養士による3か月以上の支援計画)
　・実績評価

◆積極的支援
　・初回面接
　　(医師・保健師・管理栄養士による3か月以上の支援計画)
　・管理栄養士・健康運動指導士による実践的指導
　・中間評価
　・実績評価

◆動機付け支援相当
　・初回面接
　・実績評価

 

　特定保健指導について、市民が受け入れ
やすく分かりやすい案内をするとともに、対
象者全員に実施できるよう、勤務等の都合
により、日中の時間帯に利用できない方の
ために、対象者に合わせ柔軟に対応し、保
健指導実施率の向上に努めます。

※初回面接実施者数

№ 政策1 政策2 区分 事務事業名 事業の内容
平成28年度・平成29年度

主な実績

44
やさし
い街

高齢者・
障がい

者に優し
いまちづ

くり

継続
高齢者肺炎球菌
予防接種事業

  高齢者の肺炎の感染及び重症化を予防し、まん延を防止するた
め、指定医療機関において通年で高齢者肺炎球菌予防接種を
実施します。

◆接種ワクチン
　成人用肺炎球菌ワクチン（接種回数1回）

◆対象者
  対象者は、肺炎球菌ワクチンの予防接種を受けたことのない以
下のいずれかに該当するかたです。
　　①65歳のかた
　　②60歳以上65歳未満の者であって、心臓、腎臓若しくは呼吸
        器の機能又はヒト免疫不全ウイルスによる免疫の機能等に
        重い障がいを有するかた

◆経過措置
　平成26年10月1日から定期接種として実施していますが、経過
措置として平成30年度までの間は、各当該年度に65、70、75、
80、85、90、95、100歳にあるかたも対象者として実施しています。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.1.31現在）

【対象者数】

【利用者数】

【実施率】

　対象年齢と接種機会が限られていることか
ら、高齢者肺炎球菌予防接種希望者が、接
種機会を逃すことのないよう、個別通知等
により対象者への周知に努めていきます。

項　　目 平成28年度
平成29年度

（Ｈ30.1.31現在）

【対象者数】

【接種者数】


